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１．トップランナー制度の概要 

＜省エネ法に基づくトップランナー方式の対象となる機器＞ 
(1)自動車や電気機器（家電・ＯＡ機器）等の特定エネルギー消費機器に係るエネルギー消費性能の向上に関する製造事業者等

の判断の基準※（以下、「省エネ基準」という。）を、現在商品化されている製品のうちエネルギー消費効率が最も優れているも
の（トップランナー）の性能、技術開発の将来の見通し等を勘案して定め、機器のエネルギー消費効率の更なる改善の推進を
行う。 

  ※判断の基準・・・目標年度、区分、目標基準値（基準エネルギー消費効率）、基準値の達成判定方法、測定方法 
(2) なお、トップランナー制度の対象となるトップランナー機器は、エネルギー消費機器のうち以下の三要件を満たすものとされる

（省エネ法第７８条）。 
①我が国において大量に使用される機器であること 
②その使用に際し相当量のエネルギーを消費する機器であること 
③その機器に係るエネルギー消費効率の向上を図ることが特に必要なものであること（効率改善余地等があるもの） 

○１９９８年の改正省エネ法に基づき、自動車や家電等についてトップランナー方式による省エネ基準を導
入している。２０１５年１月現在、特定エネルギー消費機器として２８機器（特定熱損失防止建築材料であ
る断熱材、サッシ、複層ガラスを加えると３１品目）が対象となっている。 

トップランナー機器（２８機器） 

１０．電気冷蔵庫 

１１．電気冷凍庫 

１２．ストーブ 

１３．ガス調理機器 

１４．ガス温水機器 

１５．石油温水機器 

１６．電気便座 

１７．自動販売機 

１８．変圧器 

１９．ジャー炊飯器 

 １．乗用自動車 

 ２．エアコンディショナー 

 ３．照明器具（蛍光灯器具、  

   電球形蛍光ランプ） 

 ４．テレビジョン受信機 

 ５．複写機 

 ６．電子計算機  

 ７．磁気ディスク装置 

 ８．貨物自動車 

 ９．ビデオテープレコーダー 

２０．電子レンジ 

２１．ＤＶＤレコーダー 

２２．ルーティング機器 

２３．スイッチング機器 

２４．複合機 

２５．プリンター 

２６．ヒートポンプ給湯器 

２７．三相誘導電動機 

２８．電球形ＬＥＤランプ 

燃費 
(km/L) 

基準設定時 目標年度 

19km/L 

18km/L 

17km/L 

15km/L 15km/L 

14km/L 

13km/L 

12km/L 

16 

製品区分ごとに加重 
平均で達成を判断 

トップランナー方式による基準エネルギー 
消費効率の設定例 
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○これまで多くの機器で複数回の見直しを実施、結果、エネルギー消費効率が大幅に改善 
 ・乗用自動車、電子計算機、テレビなどは、現在、第３次基準 
 ・エアコン、電気冷蔵庫、照明器具などは、第２次基準の目標年度を経過 
○近年、機器によっては改善幅が縮小傾向にある状況 

現 状 

今後の対応に関する整理（案） 

１．目標年度待ちの機器・・・例：乗用自動車 
   
２．目標年度を経過した機器 
 ・省エネ法第７８条（トップランナー機器三要件）に基づいて以下のとおり整理 

  ・我が国において大量に使用される機械器具であること 
  ・その使用に際し相当量のエネルギーを消費する機械器具であること 
  ・その機械器具に係るエネルギー消費効率の向上を図ることが特に必要なものであること（効率改善余地等があるもの） 
 

  （１）省エネ基準を見直しする方向で検討すべき機器（引き続き三要件に該当、測定方法の改訂等） 
                                        ・・・例：エアコンディショナー（家庭用） 
  （２）省エネ基準の据置を含め検討すべき機器（三要件を満たしているか等の要否判断の調査が必要） 
                                        ・・・例：石油ストーブ 
 
３．トップランナー機器から除外すべき機器・・・例：ビデオテープレコーダー 
 ・事実上、新規で製造又は輸入が見込まれない機器 
 
４．今後追加予定の機器・・・例：ショーケース 
 ・省エネポテンシャルを有する観点からトップランナー機器の対象とすべきか検討 
 ※平成２７年度以降に実施する実態調査の結果を踏まえて最終的な判断を行うこととする。 

２．トップランナー制度に係る今後の対応に関する整理 



今後の対応に関する整理 
１． 
目標
年度
待ち
の機
器 

２．目標年度を経
過した機器 

３． 
トップ
ラン
ナー
機器
から
除外
する
機器 

４． 
今後
追加
予定
の機
器 

（１） 
省エネ
基準を
見直し
する方
向で検
討すべ
き機器 

（２） 
省エネ
基準の
据置を
含め検
討すべ
き機器 

⑬ガス調理機器  ○ 

⑭ガス温水機器  ○ 

⑮石油温水機器  ○ 

⑯電気便座 ○ 

⑰自動販売機 ○ 

⑱変圧器 ○ 

⑲ジャー炊飯器 ○ 

⑳電子レンジ ○ 

㉑ＤＶＤレコーダー ○ 

㉒ルーティング機器 小型 ○ 

大型 ○ 

㉓スイッチング機器 小型 ○ 

大型 ○ 

㉔複合機 ○ 

㉕プリンター ○ 

㉖ヒートポンプ給湯器 ○ 

㉗三相誘導電動機 ○ 

㉘電球形ＬＥＤランプ ○ 

（新規）ショーケース ○ 

１． 
目標
年度
待ち
の機
器 

２．目標年度を経
過した機器 

３． 
トップ
ラン
ナー
機器
から
除外
する
機器 

４． 
今後
追加
予定
の機
器 

（１） 
省エネ
基準を
見直し
する方
向で検
討すべ
き機器 

（２） 
省エネ
基準の
据置を
含め検
討すべ
き機器 

①乗用自動車 ○ 

②エアコン
ディショ
ナー 

家庭用 ○ 

業務用 ○ 

③蛍光灯を
主光源とす
る照明器具 

蛍光灯器具 ○ 

電球形蛍光ランプ ○ 

④テレビ
ジョン受信
機 

ブラウン管テレビ ○ 

液晶・プラズマ 
テレビ 

○ 

⑤複写機 ○ 

⑥電子計算機 ○ 

⑦磁気ディスク装置 ○ 

⑧貨物自動車 ○ 

⑨ビデオテープレコーダー ○ 

⑩電気冷
蔵庫 

家庭用 ○ 

業務用 ○ 

⑪電気冷
凍庫 

家庭用 ○ 

業務用 ○ 

⑫ストーブ  ガス ○ 

石油 ○ 4 
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○省エネ基準の策定に際しての具体的な運用について、「特定機器に係る性能向上に関する製造事業者等
の判断基準の策定・改定に関する基本的考え方について」（以下、「トップランナー原則」という。）を定め、こ
れに従い基準策定を行っている。 

１．対象範囲の考え方について  
（原則１） 対象範囲は、一般的な構造、用途、使用形態を勘案して定めるものとし、①特殊な用途に使用される機種、②技術的な測定方法、評価方法

が確立してない機種であり、目標基準を定めること自体が困難である機種、③市場での使用割合が極度に小さい機種等は対象範囲から除
外する。 

＜トップランナー原則＞ 

２．区分設定及び目標基準値設定の考え方について  
（原則２） 特定機器はある指標に基づき区分を設定することになるが、その指標（基本指標）は、エネルギー消費効率との関係の深い物理量、機能等

の指標とし、消費者が製品を選択する際に基準とするもの（消費者ニーズの代表性を有するもの）等を勘案して定める。 
（原則３） 目標基準値は、同一のエネルギー消費効率を目指すことが可能かつ適切な基本指標の区分ごとに、１つの数値又は関係式により定める。 
（原則４） 区分設定にあたり、付加的機能は、原則捨象することとする。但し、ある機能のない製品を目標基準値として設定した場合、その機能をもつ

製品が市場ニーズが高いと考えられるにもかかわらず、目標基準値を満たせなくなることから、市場から撤退する蓋然性が高い場合には、
別の区分（シート）とすることができる。 

（原則５） 高度な省エネ技術を用いているが故に、高額かつ高エネルギー消費効率である機器については、区分を分けることも考え得るが、製造事業
者等が積極的にエネルギー消費効率の優れた製品の販売を行えるよう、可能な限り同一の区分として扱うことが望ましい。 

（原則６） １つの区分の目標基準値の設定に当たり、特殊品は除外する。但し、技術開発等による効率改善分を検討する際に、除外された特殊品の
技術の利用可能性も含めて検討する。 

（原則７） 家電製品、ＯＡ機器においては、待機時消費電力の削減に配慮した目標基準とすること。 

３．目標年度の考え方について  
（原則８） 目標年度は、特定機器の製品開発期間、将来技術進展の見通し等を勘案した上で、３～１０年を目処に機器毎に定める。 

４．達成判定方法の考え方について  
（原則９） 目標年度において、目標基準値に達成しているかどうかの判断は、製造事業者毎に、区分毎に加重平均方式により行うこととする。 

５．測定方法の考え方について  
（原則１０） 測定方法は、内外の規格に配慮し、規格が存在する場合には、可能な限りこれらとの整合性が確保されたものとすることが適当である。ま

た、測定方法に関する規格が存在しない場合には、機器の使用実態を踏まえた、具体的、客観的、定量的な測定方法を採用することが適
当である。 

トップランナー制度における省エネ基準に関する基本的な考え方について （参考１） 



○省エネ法では、目標年度に基準を達成しなかった事業者に対し、未達成となった理由や効率改善に向けた
今後の対応を報告させ、仮に、当該対応によっても効率改善が不十分な場合には、経済産業大臣が勧告を
行い、更に本勧告に従わなかった場合には事業者名の公表、命令といった措置が行われる。また、命令に
従わなかった場合には１００万円以下の罰金に処すこととしている。 

○省エネ法では、全ての製造事業者等に対して目標年度に基準を達成するようエネルギー消費効率の向上を
義務付けているが、基準達成には省エネ性能を向上するための資力・技術力が必要であることから、特定エ
ネルギー消費機器ごとに年間の生産量又は輸入量（国内出荷向けに限る。）による要件を定め、これに満た
ない製造事業者等については、勧告等の措置は行われない。 

勧告等の対象となる事業者の要件（生産量又は輸入量） 

トップランナー制度に基づく措置 

６ 

○乗用自動車            ２，０００台 
         （乗車定員１１人以上は３５０台） 
○貨物自動車            ２，０００台 
○エアコンディショナー         ５００台  

 ○照明器具（蛍光灯器具、電球形蛍光ランプ）  
                           ３０，０００台  
○テレビジョン受信機       １０，０００台  
○複写機                ５００台  
○電子計算機              ２００台  
○磁気ディスク装置         ５，０００台  
○ビデオテープレコーダー      ５，０００台  
○電気冷蔵庫            ２，０００台 
              （家庭用以外は１００台）  
○電気冷凍庫              ３００台 
              （家庭用以外は１００台） 
○ストーブ               ３００台 
○ガス調理機器           ５，０００台 

○ガス温水機器             ３，０００台 
○石油温水機器               ６００台  
○電気便座               ２，０００台  
○自動販売機                ３００台  
○変圧器                  １００台 
○ジャー炊飯器             ６，０００台 
○電子レンジ              ３，０００台 
○ＤＶＤレコーダー           ４，０００台 
○ルーティング機器           ２，５００台 
○スイッチング機器           １，５００台 
○複合機                  ５００台 
○プリンター                ７００台 
○ヒートポンプ給湯器            ５００台 
○三相誘導電動機            １，５００台 
○電球形ＬＥＤランプ         ２５，０００個 
○断熱材                  １８万㎡ 
○サッシ               ９４，０００窓 
○複層ガラス                １１万㎡ 

（参考２） 



機械器具ごとの年間エネルギー消費量推計結果一覧 
(単位：原油換算千kl) 

・出所：平成２３年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業「機械器具等の省エネルギー対策の検討に係る調査」 
      をもとに作成  
・家庭用、業務用及び産業用の機械器具のうち、普及台数が１００万台以上のものを対象。 
・★印はトップランナー対象機器 

（参考３） 
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6  

9  

12  

15  

19  

22  

23  

27  

36  

46  

52  

57  

75  

75  

78  

81  

85  

89  

94  

104  

106  

108  

116  

123  

151  

170  

197  

252  

257  

264  

280  

310  

327  

361  

365  

431  

833  

994  

1,111  

1,278  

1,503  

1,802  

1,981  

1,984  

2,206  

3,237  

3,389  

4,430  

7,243  

7,893  

9,571  

31,239  

46,120  

50,434  

1 10 100 1,000 10,000 100,000 1,000,000

家庭用電気マッサージ器 

DVDプレーヤー 

衣類乾燥機 

ファクシミリ 

LED電球(★) 

LED照明器具 

扇風機 

ステレオセット 

セットトップボックス 

ブルーレイディスクレコーダー 

プリンタ(★) 

エレベーター（アナログ機） 

ドライヤー 

電気除湿機 圧縮式 

電話機 

複写機・複合機(TR)(★) 

（真空）掃除機 

コンピュータ(PC)(★) 

電気アイロン 

ディスプレイ 

換気扇 

DVDレコーダー(★) 

暖房・保温用電熱用品（カーペット） 

食器洗い機（乾燥機付きを含む） 

洗濯機・洗濯乾燥機 

エスカレーター 

厨房用電熱用品電子レンジ(★) 

クッキングヒーター 

磁気ディスク装置（補助記憶装置）(★) 

飲料自動販売機(★) 

電気ストーブ（温風器を含む） 

業務用冷凍冷蔵庫(★) 

暖房・保温用電熱用品（温水洗浄便座）(★) 

ジャーポット 

厨房用電熱用品（炊飯器）(★) 

家庭用ヒートポンプ式給湯器(★) 

温風暖房機 

コンピュータ(サーバー)(★) 

ショーケース 

テレビ受像機(★) 

ルーター・スイッチング機器(★) 

標準変圧器(★) 

電気冷蔵庫（冷凍冷蔵庫を含む）(★) 

熱調理機器(★) 

石油温水機器(★) 

業務用エアコン(★) 

白熱灯器具(★) 

ストーブ(★) 

ガス温水機器(★) 

家庭用エアコン(★) 

蛍光灯器具(★) 

貨物自動車(★) 

乗用自動車(★) 

モーター(★) 



１．目標年度待ちの機器 

1 

①乗用自動車 
②エアコンディショナー（業務用）            
⑤複写機 
⑧貨物自動車 
⑩電気冷蔵庫（業務用） 
⑪電気冷凍庫（業務用） 

⑱変圧器 
㉔複合機 
㉕プリンター 
㉖ヒートポンプ給湯器 
㉗三相誘導電動機 
㉘電球形ＬＥＤランプ 

＜対象機器＞ 

※１：出所 平成２３年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業（機械器具等の省エネルギー対策の検討に係る調査） 
※２：※１の調査結果に基づく総エネルギー消費量に対するエネルギー消費量割合 
※３：出所 平成２５年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業（機械器具等の基準検討に係る調査） 

参考資料 
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①乗用自動車 

国内普及台数（※１）（重量車を除く） 乗用車の新車平均燃費の改善推移 

  2010年 2007年 
増減率 

(%) 
普及台数
（千台） 

58,139 57,551 1.0% 

12.3 

12.1 

12.4 
12.9 

13.2 
13.5 

14.0 

14.6 

14.7 
15.0 

15.1 
15.5 

15.7 
16.5 

17.8 
18.3 

19.5 

21.1 

8

10

12

14

16

18

20

22

○ガソリン乗用車の１０・１５モード燃費平均値の推移 
○出所：国土交通省 

年度 

燃費(km/L) 

＜乗用車＞ 
○基準年度：２００９年度 
 
 
 
○目標年度：２０２０年度 
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算） （※１）：４６，１２０千ｋｌ／年（２５．３３％（※２））（重量車を除く）  
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：ガソリン乗用車の平均燃費は継続的に向上傾向にある。 
○省エネ基準の見直し状況：重量車については、今後、検討予定。 

基準年度 

改善率見込み： 
２４．１％（１６．３ｋｍ／ｌ→２０．３ ｋｍ／ｌ） 

＜重量車＞ 
○基準年度：２００２年度 

改善率見込み： 
１２．１％（５．６２ｋｍ／ｌ→６．３０ ｋｍ／ｌ） 

○目標年度：２０１５年度 
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②エアコンディショナー（業務用） 

○基準年度：２００６年度 
 
        
○目標年度：２０１５年度 
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：３，２３７千ｋｌ／年（１．７８％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況：今後、調査を実施。 

年度 販売台数（千台） 
2005 783.7 
2006 798.1 
2007 765.3 
2008 754.3 
2009 639.8 
2010 642.8 

  2010年 2007年 増減率(%) 

機器全体の年間 
エネルギー使用量 

34,501 

GWh／年 

37,009 

GWh／年 
△6.8% 

改善率見込み：１８．２％（ＡＰＦ ４．４→５．２） 

国内販売台数（※１） 年間エネルギー使用量（※１） 
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⑤複写機 

国内出荷台数（※１） 年間エネルギー使用量（※１） 

年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 

国内出荷
台数（台） 

708,536 664,75 631,897 599,102 497,024 529,186 

○基準年度：２００７年度 
 
 
○目標年度：２０１７年度 
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：８１千ｋｌ／年（０．０４％（※２）（複合機を含む） ） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：殆ど技術改善余地はなし。  

  2010年 2007年 増減率(%) 

機器全体の
年間エネル
ギー使用量 

868GWh／年 － － 

改善率見込み：区分の変更のみで基準値は据え置き 



 

⑧貨物自動車 

国内普及台数（※１） 

  2010年 2007年 増減率(%) 

普及台数 15,211千台 16,340千台 △6.9% 

＜小型貨物車＞                                   
○基準年度：２００４年度 
 
        
 
○目標年度：２０１５年度 
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：３１，２３９千ｋｌ／年（１７．１６％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況：年々改善傾向にある（小型貨物自動車の新車平均燃費の改善推移を参照）。 

○省エネ基準の見直し状況：小型貨物自動車については新基準（2022年度基準）を、今後、告示予定。重量
車については、今後、検討予定。 

14.5 

17.9 

2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024

JC
08

モ
ー

ド
平

均
燃

費
（
km

/L
）
 

+26.1% 

（2022年度燃費基準） 

14.2 

新車燃費 
 
燃費基準 

 

（2012年度実績比改善） 

出所：「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会省エネルギー
小委員会 自動車判断基準ワーキンググループ」「交通政策審議会 陸上交通分科会 自
動車部会 自動車燃費基準小委員会」合同会議第３回資料 

年度 

改善率見込み：１２．６％ 
（１３．５ｋｍ／ｌ→１５．２ ｋｍ／ｌ） 

＜重量車＞ 

○基準年度：２００２年度 

改善率見込み：１２．２％ 
（６．３２ｋｍ／ｌ→７．０９ ｋｍ／ｌ） 

○目標年度：２０１５年度 

小型貨物自動車の新車平均燃費の改善推移 



⑩電気冷蔵庫（業務用） 

6 

○基準年度：２００７年度 
       改善率見込み 
       冷蔵：２６．５％（９１２ｋＷｈ／年→６７０ｋＷｈ／年） 
       冷凍冷蔵：２２．４％（２，７０６ｋＷｈ／年→２，０９９ｋＷｈ／年） 
○目標年度：２０１６年度 
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：３１０千ｋｌ／年（０．１７％（※２）（電気冷凍庫（業務用）を含む） ） 
○エネルギー消費効率の推移：今後、調査を実施。 

  2010年 2007年 増減率(%) 

普及台数 1,976千台 2,499千台 20.9% 

国内普及台数（※１） 
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⑪電気冷凍庫（業務用） 

○基準年度：２００７年度 
 
       
○目標年度：２０１６年度  
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）： ３１０千ｋｌ／年（０．１７％（※２）（電気冷蔵庫（業務用）を含む） ） 
○エネルギー消費効率改善の状況及びエネルギー消費効率の推移：今後、調査を実施。 

  2010年 2007年 増減率(%) 

普及台数 1,976千台 2,499千台 20.9% 

改善率見込み：２０．７％（１，７５５ｋＷｈ／年→１，３９１ｋＷｈ／年） 

国内普及台数（※１） 
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⑱変圧器 

国内生産台数（※１） 一台当たりの全損失（※１） 

○基準年度：２００９年度 
 
       
○目標年度：２０１４年度  
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１） ：１，８０２千ｋｌ／年（０．９９％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況：今後、調査を実施。 

機種 出荷年度 全損失(W) 

油入変圧器 

1984-2005 722 

2006-2010 563 

ﾓｰﾙﾄﾞ変圧器 

1984-2006 1274 

2007-2010 1149 

改善率見込み：１２．５％（５９６．１Ｗ→５２１．８Ｗ） 

年度 油入変圧器生産台数 モールド変圧器生産台数 計 

1984 98.3  4.7  103.0  

1985 100.9  5.9  106.8  

1986 102.3  8.6  110.9  

1987 105.9  12.1  118.0  

1988 126.0  12.1  138.1  

1989 138.4  12.5  150.9  

1990 154.2  12.0  166.2  

1991 159.8  12.9  172.7  

1992 132.1  14.3  146.4  

1993 114.0  13.9  127.9  

1994 108.5  13.4  121.9  

1995 103.6  14.1  117.7  

1996 111.6  14.1  125.7  

1997 104.8  14.1  118.9  

1998 83.5  10.9  94.4  

1999 79.8  10.3  90.1  

2000 87.7  11.5  99.2  

2001 84.6  11.4  96.0  

2002 78.5  9.9  88.4  

2003 71.9  9.6  81.5  

2004 74.0  9.3  83.3  

2005 73.5  11.7  85.2  

2006 71.3  13.0  84.3  

2007 73.5  8.8  82.3  

2008 68.6  9.3  77.9  

2009 55.2  8.3  63.5  

2010 61.3  7.6  68.9  

（千台） 
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㉔複合機 

年間エネルギー使用量（※１） 国内出荷台数（※１） 

○基準年度：２００７年度 
 
       
○目標年度：２０１７年度  
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１） ：８１千ｋｌ／年（０．０４％（※２）（複写機を含む） ） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：近年は技術開発余地が少なくなり、効率改善が大幅に鈍化してい 
                           る。特に、最高水準の機器については、既に効率改善が殆ど無い。 

年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 

国内出荷台数 708,536 664,756 631,897 599,102 497,024 529,186 

  2010年 2007年 増減率(%) 

機器全体の年間 
エネルギー使用量 

868GWh／年 － － 

改善見込み率：４６．８％（２８０ｋＷｈ／年→１４９ ｋＷｈ／年） 

（台） 
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㉕プリンター 

○基準年度：２００７年度 
 
       
○目標年度：２０１７年度  
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算） （※１）：５２千ｋｌ／年（０．０３％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況：今後、調査を実施。 

  2005 
年度 

2006 
年度 

2007 
年度 

2008 
年度 

2009 
年度 

2010 
年度 

インクジェット 7,075 6,563 6,620 6,251  6,081 5,871 

インクジェット以外 1,579 1,638 1,652 1,595 1,399 1,512 

合計 8,654 8,201 8,272 7,846 7,480 7,383 

  2010年 2007年 増減率(%) 

機器全体の年間 
エネルギー使用量 

556 GWh／年 722 GWh／年 △23% 

改善見込み率：４１．６％（１７８ｋＷｈ／年→１０４ｋＷｈ／年） 

年間エネルギー使用量（※１） 国内出荷台数（※１） （千台） 
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㉖ヒートポンプ給湯器 

○基準年度：２００９年度 
 
 
○目標年度：２０１７年度  
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算） （※１）：４３１千ｋｌ／年（０．２４％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況：今後、調査を実施。 

  2010年 2007年 増減率(%) 

機器全体の年間 
エネルギー使用量 

4,547GWh／年 2,172GWh／年 109.3% 

年度 販売台数（千台） 

2001 3.4 

2002 37.2 

2003 80.8 

2004 130.8 

2005 225.6 

2006 349.8 

2007 413.1 

2008 500.2 

2009 508.1 

2010 566.4 

改善見込み率：２７％（２．４９％→３．１６％ ） 

年間エネルギー使用量（※１） 国内販売台数（※１） 



12 

㉗三相誘導電動機 

○基準年度：２０１０年度 
 
       
○目標年度：２０１５年度  
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１） ：５０，４３４千ｋｌ／年（２７．７０％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況：今後、調査を実施。 

  2010年 2007年 増減率(%) 

機器全体の年間 
エネルギー使用量 

543,000 GWh／年 243,192 GWh／年 123.28% 

年   

H1 9,601,463  

H2 9,810,585  

H3 10,818,361  

H4 8,646,568  

H5 6,953,593  

H6 8,165,420  

H7 11,601,712  

H8 11,572,607  

H9 10,237,323  

H10 8,281,408  

H11 8,246,479  

H12 9,313,006  

H13 8,162,792  

H14 6,650,372  

H15 6,671,947  

H16 7,819,380  

H17 6,433,667  

H18 6,383,181  

H19 6,453,441  

H20 6,026,276  

台 

改善見込み率：７．４％（８１．１％→８７．１％ ） 

年間エネルギー使用量（※１） 国内生産台数（※１） 
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㉘電球形ＬＥＤランプ 
○基準年度：２０１１年度 
 
       
○目標年度：２０１７年度  
○目標基準値の達成状況：目標年度待ち 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１） ：１９千ｋｌ／年（０．０１％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況：今後、調査を実施。照明メーカーの多くは蛍光灯器具や電球型蛍光ラン 
                       プからLED照明器具やLEDランプへと研究技術開発をシフトしており、今後 
                       継続的に技術開発が進むことが考えられる。 

  2011年度 2010年度 増減率(%) 

普及台数(合計) 36,496千個 13,620千個 168% 

家庭（485ℓm以下） 20,913千個 7,229千個 189% 

家庭（485ℓm以上） 8,284千個 3,667千個 126% 

産業・業務（485ℓm以下） 5,228千個 1,807千個 189% 

産業・業務（485ℓm以上） 2,071千個 917千個 126% 

  
一個当たりの年間 
エネルギー使用量 

年間エネルギー消費量 
（2011年度経過データを

含む） 

LED電球全体 3.6 kWh／年・個 240  GWh／年 

家庭（485ℓm以下） 3.0 kWh／年・個 63  GWh／年 

家庭（485ℓm以上） 4.0 kWh／年・個 33  GWh／年 

産業・業務（485ℓm以下） 18 kWh／年・個 94  GWh／年 

産業・業務（485ℓm以上） 24 kWh／年・個 50  GWh／年 

改善見込み率：５０．８％（６９．２lm/W→１０４．３ lm/W ） 

年間エネルギー使用量（※１） 国内普及台数（※１） 

注）2011年度分は2012年2月、3月分は含まない経過データのみを合計 



２．目標年度を経過した機器 
（１）省エネ基準を見直しする方向で検討すべき 
  機器 
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②エアコンディショナー（家庭用） 
⑥電子計算機            
⑦磁気ディスク装置 
⑩電気冷蔵庫（家庭用） 
⑪電気冷凍庫（家庭用） 
⑭ガス温水機器 
⑮石油温水機器 

＜対象機器＞ 

※１：出所 平成２３年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業（機械器具等の省エネルギー対策の検討に係る調査） 
※２：※１の調査結果に基づく総エネルギー消費量に対するエネルギー消費量割合 
※３：出所 平成２５年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業（機械器具等の基準検討に係る調査） 



○（直吹き・壁掛け4kW以下）基準年度：２００５年度    目標年度：２０１０年度 
                          （改善率実績：１６．３％（ＡＰＦ ４．９→５．７） 
○（直吹き・壁掛け4kW超え）基準年度：２００６年度    目標年度：２０１０年度 
                          （改善率実績：１５．６％（ＡＰＦ ４．５→５．２） 
○（直吹き・壁掛け以外のもの）基準年度：２００６年度    目標年度：２０１２年度 
                           （改善率実績：１５．９％（ＡＰＦ ４．４→５．１）   
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：７，８９３千ｋｌ／年（４．３３％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：近年の効率改善スピードは鈍化。例えば熱交換器は伝熱面積を 

広く確保できればエネルギー消費効率が向上するが、大型化傾向
になり、設置スペース上の制約上限界がある。 

○省エネ基準の見直し状況：検討中（測定方法のＪＩＳ規格が改定されたことに伴う見直し） 
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②エアコンディショナー（家庭用） 

期間消費電力量 

1174 
1220 

1241 

1212 
1157 1048 

1027.5 

1028 
997 

966 
924 

884 860 896 

700

800

900

1000

1100

1200

1300

○冷房能力２．８ｋＷ（８～１２畳）のエアコンの単純平均値の推移 
○期間消費電力量は、冷房期間消費電力量と暖房期間消費電力量との和 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

［ｋＷｈ］ 

年度 

年 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 

国内出
荷台数 

5,981 7,769 6,717 5,573 8,253 9,217 9,424 7,020 7,050 6,980 7,090 6,954 

年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 － 

国内出
荷台数 

6,354 5,441 6,615 7,310 7,165 7,506 7,819 7,182 9,158 10,388 9,311 － 

（千台） 国内出荷台数（※３） 



⑥電子計算機 
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○基準年度：２００７年度 
      
 
○目標年度：２０１１年度 
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：クライアントPC・・・８９千ｋｌ／年（０．０５％（※２）） 
                          サーバ・・・・・・・・・９９４千ｋｌ／年（０．５５％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：ＣＰＵ性能当たりの効率改善は限界で、今後は難しい見込み。 
○省エネ基準の見直し状況：検討中（測定方法の国際整合化に伴う見直し） 

  ノートPC デスクトップ
PC 

合計 

2010年度 7,190 3,248 10,438 

2009年度 6,721 2,796 9,518 

2008年度 5,963 2,828 8,792 

2007年度 6,035 3,266 9,301 

改善率実績：８５．０％（１．８７W/GTOPS→０．２８１W/GTOPS） 

国内出荷台数（※１） 

 年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

出荷台数
（サーバ） 

53 57 57 53 51 51 

  2010年 2007年 増減率(%) 
機器全体の年間 
エネルギー使用

量（サーバ） 

7,491GWh／年 - - 

  2010年 2007年 増減率(%) 
機器全体の年間 
エネルギー使用
量（ノートＰＣ、デ
スクトップＰＣ） 

624 GWh／年 2,112 GWh／年 △70% 

年間エネルギー使用量（※１） 

（単位：千台） 

（単位：万台） 



⑦磁気ディスク装置 
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年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

単体 

3.5型 4,322,368 4,225,414 6,220,091 6,997,341 5,207,389 5,424,433 

2.5型 8,262,498 14,402,867 19,339,125 20,939,144 28,537,696 22,937,396 

2.5型 
1,008,163 3,992,917 5,475,370 3,367,688 1,694,490 1,962,147 

未満 

サブシステム 20,487 15,947 15,402 14,025 11,737 12,987 

計 13,613,516 22,637,145 31,049,988 31,318,198 35,451,312 30,336,963 

○基準年度：２００７年度 
 
           
○目標年度：２０１１年度 
○目標基準値の達成状況：概ね達成 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：２５７千ｋｌ／年（０．１４％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：区分見直しを含め、次期基準を検討中。  

○省エネ基準の見直し状況：検討中 

（台） 

  2010年 2007年 増減率(%) 

機器全体の
年間エネル
ギー使用量 

2,768GWh／年 - - 

改善率実績：７５．９％（０．０１９Ｗ／ＧＢ→ ０．００４５Ｗ／ＧＢ） 

国内販売台数（※１） 年間エネルギー使用量（※１） 



⑩電気冷蔵庫（家庭用） 
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国内出荷台数（※１） 年間消費電力量 

年間消費電力量の推移（目安）について（401～450L） 

目標年度 基準年度 

1000 
 
800 
 
600 
 
400 
 
200 
 

出所：一般社団法人 日本電機工業会 

2003          2004          2005          2006           2007          2008          2009          2010          2011          2012          2013      

   最小値 
     最大値 

年 家庭用電気冷蔵庫    （千台） 

1994年 4,707 

1995年 4,728 

1996年 5,363 

1997年 4,925 

1998年 4,938 

1999年 4,761 

2000年 5,319 

2001年 4,404 

2002年 4,392 

2003年 4,241 

2004年 4,415 

2005年 4,385 

2006年 4,282 

2007年 4,117 

2008年 4,060 

2009年 4,071 

2010年 4,447 

○基準年度：２００５年度 
 
        
○目標年度：２０１０年度 
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：１，９８１ｋｌ／年 （１．０９％（※２）（電気冷凍庫（家庭用）を含む）） 
○エネルギー消費効率改善の状況：目標年度以降、緩やかな改善傾向（「一般社団法人日本電機工業会」における年間消

費電力量のグラフを参照）。 
○省エネ基準の見直し状況：検討中（測定方法の国際整合化に伴う見直し） 

年度 

（kWh/年） 

改善率実績：４３％（５７２ｋＷｈ／年→３２６ｋＷｈ／年） 
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⑪電気冷凍庫（家庭用） 

 

 
年 家庭用冷凍庫    （千台） 

1994年 132 

1995年 163 

1996年 249 

1997年 214 

1998年 210 

1999年 199 

2000年 201 

2001年 175 

2002年 168 

2003年 176 

2004年 175 

2005年 187 

2006年 184 

2007年 164 

2008年 169 

2009年 162 

2010年 158 

○基準年度：２００５年度 
 
       
○目標年度：２０１０年度 
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）１，９８１ｋｌ／年（１．０９％（※２）（電気冷蔵庫（家庭用）を含む） ） 
○省エネ基準の見直し状況：検討中（測定方法の国際整合化に伴う見直し） 

  2010年 2007年 増減率(%) 

機器全体の年間エ
ネルギー使用量 

 875GWh／年   990GWh／年 △11.6% 

改善率実績：２４．９％（４８２ｋＷｈ／年→３６２ｋＷｈ／年） 

国内出荷台数（※１） 年間エネルギー使用量（※１） 
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⑭ガス温水機器 

国内普及台数（※１） 熱効率 

○（瞬間湯沸かし器・風呂釜） 
  基準年度：２０００年度     目標年度：２００６年度（改善率実績：５．５％（熱効率７７．７％→８２．０％）） 
○（ガス暖房機器（給湯器以外）） 
  基準年度：２００２年度     目標年度：２００８年度（改善率実績：６．７％（熱効率８０．７％→８６．１％）） 
○（ガス暖房機器（給湯器付）） 
  基準年度：２００２年度     目標年度：２００８年度（改善率実績：７．９％（熱効率８２．１％→８８．６％））   
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１） ：７，２４３千ｋｌ／年（３．９８％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：潜熱回収型機器がある区分は効率改善を見込むことができる。 
○省エネ基準の見直し状況：検討中（測定方法を定めるＪＩＳ規格の改定に伴う見直し） 

○瞬間湯沸器・強制燃焼・屋外式20号の単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

(%) 

年度 

87.4  
87.5  

87.0  87.0  

87.0  

87.0  

87.0  

87.0  

85.0

85.5

86.0

86.5

87.0

87.5

88.0

出荷年度 

普及台数（千台） 
ガス瞬間
湯沸器（元
止式） 

ガス瞬間
湯沸器（先
止式） 

ガス温水
給湯暖房
機 

ガスふろ
がま（自然
循環方式）
の半密閉
式及び屋
外式 

ガスふろ
がま（自然
循環方式）
の密閉式 

ガスふろ
がま（強制
循環方式、
高温水供
給方式） 

1997年 0 0 0 0 0 0 

1998年 0 0 0 17 13 35 

1999年 0 131 13 43 40 121 

2000年 96 400 38 56 61 211 

2001年 265 692 86 87 95 356 

2002年 386 932 162 86 115 487 

2003年 471 1,088 242 108 144 691 

2004年 485 1,192 312 110 161 847 

2005年 580 1,206 354 111 165 970 

2006年 600 1,291 378 110 180 1,089 

2007年 637 1,205 355 96 160 1,058 

2008年 548 1,130 337 83 145 1,024 

2009年 525 1,038 310 77 135 988 

2010年 516 1,024 299 71 130 1,064 
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⑮石油温水機器 

熱効率 

○基準年度：２０００年度 
 
       
○目標年度：２００６年度  
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：２，２０６千ｋｌ／年（１．２１％（※２）） 

○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：潜熱回収型機器がある区分は効率改善を見込むことができる。 
○省エネ基準の見直し状況：検討中（測定方法を定めるＪＩＳ規格の改定に伴う見直し） 

85.0  
84.5  

85.2  

90.5  

90.5  

90.5  

90.5  

90.5  90.5  

90.5  

90.5  

80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

○給湯付ふろがま瞬間形・連続給湯出力50kW以下の単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

(%) 

目標年度 

出荷年度 

普及台数（千台） 

小型給湯機 給湯機付 
ふろがま 

油だき温水 
ボイラー 

石油ふろがま 

1997年 0 0 0 0 

1998年 3 3 1 1 

1999年 8 8 4 2 

2000年 20 21 12 4 

2001年 36 40 25 7 

2002年 65 78 42 13 

2003年 110 133 62 20 

2004年 149 171 73 26 

2005年 180 187 80 28 

2006年 183 184 69 28 

2007年 177 168 51 28 

2008年 157 147 35 25 

2009年 165 162 34 25 

2010年 179 179 38 26 

改善率実績：４．０％（熱効率８２．０％→８５．３％） 

国内普及台数（※１） 



２．目標年度を経過した機器 
（２）省エネ基準の据置を含め検討すべき機器 
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＜対象機器＞ 

③蛍光灯を主光源とする照明器具 
 （蛍光灯器具、電球形蛍光ランプ） 
④テレビジョン受信機 
 （ブラウン管テレビ、液晶・プラズマテレビ）            
⑫ストーブ（ガス、石油） 
⑬ガス調理機器 
⑯電気便座 

⑰自動販売機 
⑲ジャー炊飯器 
⑳電子レンジ 
㉑ＤＶＤレコーダー 
㉒ルーティング機器（小型） 
㉓スイッチング機器（小型） 

※１：出所 平成２３年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業（機械器具等の省エネルギー対策の検討に係る調査） 
※２：※１の調査結果に基づく総エネルギー消費量に対するエネルギー消費量割合 
※３：出所 平成２５年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業（機械器具等の基準検討に係る調査） 
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③蛍光灯を主光源とする照明器具（蛍光灯器具） 

97.9  
97.0  

99.8  
102.4  

102.6  

105.9  
108.4  

117.3  

113.8  

111.8  

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

120.0

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

基準年度 目標年度 

エネルギー消費効率 
【ｌｍ／W】 

【年度】 

○蛍光灯器具８～１０畳の単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

○基準年度：２００６年度 
 
        
○目標年度：２０１２年度 
○目標基準値の達成状況：概ね達成 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：９，５７１千ｋｌ／年（５．２６％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：インバータ化が効率改善に大きく寄与するが、既に殆どの機器で 
                           適用済みであり、今後大幅な効率改善は見込めない。 
○省エネ基準の見直し状況：エネルギー消費効率の推移等の動向を踏まえ、現行基準を維持している状況。             

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 

蛍光灯器具 44 43 42 39 38 

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 

蛍光灯器具 38 33 32 31 25 

（百万台） 

改善率実績：１４．５％（８４．７ｌｍ／W→９７．０ｌｍ／W ） 

国内出荷台数（※３） 
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③蛍光灯を主光源とする照明器具（電球形蛍光ランプ） 

70.9  

68.3  

74.8  74.8  

74.8  

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

2010 2011 2012 2013 2014

エネルギー消費効率 

目標年度 

【ｌｍ／W】 

○電球形蛍光ランプ１５形の単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

○基準年度：２００６年度 
 
        
○目標年度：２０１２年度 
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※３）：６３０千ｋｌ／年 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：蛍光灯からＬＥＤ照明へと開発や生産をシフトしており、今後の技 
                           術改善は見込めない。 
○省エネ基準の見直し状況：エネルギー消費効率の推移等の動向を踏まえ、現行基準を維持している状況。              

（千台） 

【年度】 

改善率実績：６．６％（６３．４ｌｍ／W→６７．６ｌｍ／W） 

国内出荷台数（※３） 

年 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

国内出荷台数 332,741 325,549 332,081 336,139 329,562 354,563 

年 1996 1997 1998 1999 2000 2001 

国内出荷台数 363,592 351,381 341,540 347,186 369,337 335,860 

年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

国内出荷台数 354,053 362,895 364,449 384,909 382,502 353,415 

年 2008 2009 2010 2011 2012 － 

国内出荷台数 345,254 294,257 316,944 248,545 207,503 － 



④テレビジョン受信機（ブラウン管テレビ、液晶・プラズマテレビ） 
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年間消費電力量 

基準年度 目標年度 

年度 ブラウン管テレビ 薄型テレビ 
1991 8,946 - 
1992 8,221 - 
1993 8,114 - 
1994 8,691 - 
1995 9,755 - 
1996 10,505 - 
1997 9,792 - 
1998 9,537 - 
1999 9,757 - 
2000 10,306 - 
2001 8,942 481 
2002 8,260 917 
2003 6,807 1,663 
2004 5,443 3,140 
2005 3,403 4,839 
2006 1,455 6,735 
2007 443 8,800 
2008 135 10,099 
2009 23 15,887 
2010 - 25,682 

 
 
     
 
 
  
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：１，２７８千ｋｌ／年（０．７０％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況：液晶テレビについては、目標年度以降、横ばい傾向（各年度の「省エネ性能カタロ

グ（夏版・冬版）」のグラフを参照）。 

○省エネ基準の見直し状況：液晶・プラズマテレビについては、年間消費電力量の推移等の動向を踏まえ、現
行基準を維持している状況。ブラウン管テレビについては、国内出荷されていない
（２００３年度以降国内で生産されていない）ため、除外する方向で要精査。 

          （千台） 

（ ）は2006年型を100とした時の相対値 

国内出荷台数（※１） 

＜液晶・プラズマテレビ＞ 
○基準年度：２００８年度 

改善率実績：６０．６％ 
（１６３．５ｋＷｈ／年→６４．４ｋＷｈ／年） 

○目標年度：２０１２年度 

＜ブラウン管テレビ＞ 

○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

○基準年度：１９９７年度 

改善率実績：２５．７％ 
（１４０ｋＷｈ／年→１０４ｋＷｈ／年 

○目標年度：２００３年度 
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⑫ストーブ（ガス） 

81.25 

84.1 

84.7 84.8  

83.3  

84.8  

83.3  

83.3  83.3  

83.3  

83.3  

75

77

79

81

83

85

87

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

熱効率 

目標年度 

（％） 

○木造14畳、コンクリート19畳以上の単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

○基準年度：２０００年度 
 
       
○目標年度：２００６年度  
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１）：４，４３０千ｋｌ／年（２．４３％（※２）（ストーブ(石油)を含む）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：技術的な効率改善余地はほぼない。寒冷地は、排気の結露が問 
                          題になるため、安全性の確保から、これ以上の効率改善は難しい。 
○省エネ基準の見直し状況：エネルギー消費効率の推移等の動向を踏まえ、現行基準を維持している状況。                  

（台） 

年度 

改善率実績：１．８０％（熱効率８０．９％→８２．４％） 

国内出荷台数（※３） 

年 1993 1994 1995 1996 1997 

国内出荷台数 394,906 476,447 510,180 552,312 578,889 

年 1998 1999 2000 2001 2002 

国内出荷台数 557,120 557,374 616,194 635,402 560,694 

年 2003 2004 2005 2006 2007 

国内出荷台数 546,153 603,722 647,218 774,162 645,383 

年 2008 2009 2010 2011 2012 

国内出荷台数 308,474 242,315 223,339 325,584 341,906 
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⑫ストーブ（石油） 

熱効率 

85.4 85.4 

86.5 86.5  

86.5  

86.5  

86.5  

86.5  86.5  

86.5  

86.5  

75

77

79

81

83

85

87

89

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

目標年度 
○FF式暖房機（強制対流式）木造21畳、コンクリート29畳までの単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

○基準年度：２０００年度 
 
       
○目標年度：２００６年度  
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算） （※１）：４，４３０千ｋｌ／年（２．４３％（※２）（ストーブ（ガス）を含む）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：技術的な効率改善余地はほぼなくなってきている。寒冷地は、排 
                           気の結露が問題になるため、安全性の確保から、これ以上の効率 
                           改善は難しい。 
○省エネ基準の見直し状況：エネルギー消費効率の推移等の動向を踏まえ、現行基準を維持している状況。                  

（台） (%) 

年度 

改善率実績：５．３％（熱効率７８．５％→８２．７％） 

国内出荷台数（※３） 

年 1993 1994 1995 1996 1997 

国内出荷台数 5,517,669 5,963,027 6,565,651 6,323,749 5,000,207 

年 1998 1999 2000 2001 2002 

国内出荷台数 5,305,986 5,440,321 5,666,601 5,507,763 4,875,058 

年 2003 2004 2005 2006 2007 

国内出荷台数 5,001,553 5,323,440 5,004,853 5,456,770 4,784,830 

年 2008 2009 2010 2011 2012 

国内出荷台数 2,245,002 3,081,055 3,490,720 5,069,213 4,909,208 
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⑬ガス調理機器 

熱効率 

○（こんろ部）基準年度：２０００年度    目標年度：２００６年度 
                          （改善率実績：１５．８％（熱効率４８．３％→５５．９％）） 
○（グリル部）基準年度：２００２年度    目標年度：２００８年度 
                          （改善率実績：２４．０％（ガス消費量３１７Ｗｈ→２４１Ｗｈ）） 
○（オーブン部）基準年度：２００２年度    目標年度：２００８年度 
                           （改善率実績：２５．８％（ガス消費量１０４９Ｗｈ→７７８Ｗｈ））    
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算） （※１）：１，９８４千ｋｌ／年（１．０９％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：技術改善の余地はほぼなくなってきている。ある水準までくると、 
                           熱効率と燃焼性能効率がトレードオフになる。また、安全性確保と  
                           いう面も効率向上の制約条件として出てきている。 
○省エネ基準の見直し状況：エネルギー消費効率の推移等の動向を踏まえ、現行基準を維持している状況。 

(%) 

○ガスこんろ（組込形）の単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

年度 

年 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

国内出荷台数 － － － 6,940,258 7,097,101 7,033,016 

年 1996 1997 1998 1999 2000 2001 

国内出荷台数 6,686,371 6,566,022 6,293,951 6,623,669 7,029,362 6,744,805 

年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 

国内出荷台数 6,423,387 6,567,014 6,222,540 6,049,760 5,388,291 5,823,106 

年 2008 2009 2010 2011 2012 － 

国内出荷台数 5,615,107 5,695,755 5,653,124 6,362,951 6,348,390 － 

（台） 
国内出荷台数（※３） 
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⑯電気便座 

国内普及台数（※１） 年間消費電力量 

○基準年度：２００６年度 
 
       
○目標年度：２０１２年度  
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１） ：３２７千ｋｌ／年（０．１８％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：１０年間で約４０％の改善効果を挙げているが、個々の技術は出尽 
                           くし感があるため、年々改善幅が縮小している。 
○省エネ基準の見直し状況：エネルギー消費効率の推移等の動向を踏まえ、現行基準を維持している状況。                   

299 
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○節電機能を使用した場合の単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

年度 目標年度 

  2010年 2007年 増減率(%) 

普及台数 20,357千台 18,612千台 9% 

改善率実績：１８．８％（１８６ｋＷｈ／年→１５１ｋＷｈ／年） 
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⑰自動販売機 

国内普及台数（※１） 年間エネルギー使用量（※１） 

○基準年度：２００５年度 
 
       
○目標年度：２０１２年度  
○目標基準値の達成状況：概ね達成 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１） ：２６４千ｋｌ／年（０．１５％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：現行基準設定時にはヒートポンプ、LED利用等の省エネ改善に資

する技術を提案できたが、今後は難しい見込み。現状の測定方
法・現状の区分では消費効率改善に資する技術は見当たらない。 

○省エネ基準の見直し状況：省エネ基準の見直しの必要性について、要精査。 

  2010年 2007年 増減率(%) 

普及台数(合
計) 

2,555千台 2,638千台 △3.1% 

缶・ボトル飲料
自動販売機 

2,183千台 - - 

紙容器飲料自
動販売機 

173千台 - - 

カップ飲料自
動販売機 

200千台 - - 

  2010年 2007年 増減率(%) 

機器全体の
年間エネル
ギー使用量 

2,844 GWh／年 4,609 GWh／年 △38% 

改善率実績：４８．８％（１，７１１ｋＷｈ／年→８７６ｋＷｈ／年） 



⑲ジャー炊飯器 
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年間消費電力量 
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○マイコン５．５合以上８合未満の単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

○基準年度：２００３年度 
 
       
○目標年度：２００８年度  
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１） ：３６５千ｋｌ／年（０．２０％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：技術的な省エネ対策は現行基準においてすべて織り込み済み。 
                           今後は炊飯過程で省エネを実施するのみ。 
○省エネ基準の見直し状況：エネルギー消費効率の推移等の動向を踏まえ、現行基準を維持している状況。 

年度 

（ｋWｈ／年） 
（千台） 

改善率実績：１６．７％（１１９．２ｋWｈ／年→９９．３ｋWｈ／年） 

国内出荷台数（※３） 

年 1998 1999 2000 2001 2002 

国内出荷台数 6,445 6,308 6,921 6,922 7,280 

年 2003 2004 2005 2006 2007 

国内出荷台数 6,847 6,889 7,016 6,796 6,762 

年 2008 2009 2010 2011 2012 

国内出荷台数 6,037 6,135 6,873 6,043 5,816 



⑳電子レンジ 

32 

年間消費電力量 
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○オーブンレンジ（ヒーターの露出があるもの）の単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

○基準年度：２００４年度 
 
       
○目標年度：２００８年度  
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算） （※１）：１９７千ｋｌ／年（０．１１％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：主要技術であるマグネトロンは、改善の余地が極めて小さい。残 
                           る技術は伝熱であるが、どのように熱を伝えるのかという調理に 
                           関する点であるため、調理器具という位置づけを勘案すると難し 
                           い見込み。 
○省エネ基準の見直し状況：エネルギー消費効率の推移等の動向を踏まえ、現行基準を維持している状況。 

年度 

（ｋWｈ／年） 

（千台） 

改善率実績：１０．５％（７７．２ｋWｈ／年→６９．１ｋWｈ／年） 

国内出荷台数（※３） 

年 1990 1991 1992 1993 1994 1995 
国内出荷台数 2,743 2,506 2,470 2,572 2,879 3,526 

年 1996 1997 1998 1999 2000 2001 
国内出荷台数 4,141 3,911 3,680 3,931 4,360 4,155 

年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 
国内出荷台数 3,613 3,890 3,561 4,062 4,012 4,215 

年 2008 2009 2010 2011 2012 － 

国内出荷台数 3,911 3,767 4,145 4,407 4,574 － 



㉑ＤＶＤレコーダー 
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年間消費電力量 

目標年度 
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○基準年度：２００６年度 
 
      
○目標年度：２０１０年度  
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算） （※１）：１０８千ｋｌ／年（０．０６％（※２）） 
○エネルギー消費効率改善の状況：２００７年以降急激に減少し、目標年度以降改善していない（各年度の「省エ

ネ性能カタログ（夏版・冬版）」のグラフを参照）。 
○省エネ基準の見直し状況：エネルギー消費効率の推移等の動向を踏まえ、現行基準を維持している状況。 

年度 

（ｋＷｈ／年） 

○HDDのみ500GB未満付加機能なしの単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

改善率実績：４５．２％（８５．９ｋＷｈ／年→４７．１ｋＷｈ／年） 

国内出荷台数（※３） 

年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

国内出
荷台数 10,138 13,059 13,148 14,109 14,225 11,939 7,648 

（千台） 



㉒ルーティング機器（小型）・㉓スイッチング機器（小型） 
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＜ルーティング機器（小型）＞ 
○基準年度：２００６年度 
         
 
○目標年度：２０１０年度  
○目標基準値の達成状況：達成済 
 
○エネルギー消費量（原油換算）（※１） ：１，５０３千ｋｌ／年（０．８３％（※２）（ルーティング機器（大型）、スイッ

チング機器（大型）を含む）） 
○エネルギー消費効率改善の状況（※３）：目標基準を大きく上回る改善率を達成。 
○省エネ基準の見直し状況：省エネ基準の見直しの必要性について、要精査。 

国内普及台数（※１） 年間エネルギー使用量（※１） 

  2010年 2007年 増減率(%) 
普及台数（合計） 14,350千台 16,326千台 △12% 
ハイエンド機 434千台 305千台 42% 
ミ ド ル レ ン ジ ・
ローエンド機 1,466千台 1,658千台 △12% 

ブロードバンド機 12,450千台 14,363千台 △13% 

  2010年 2007年 増減率(%) 
機器全体の年間 

エネルギー使用量 15,373 GWh／年 7,562 GWh／年 103% 

ハイエンド機 11,090 GWh／年 -   
ミドルレンジ・ロー

エンド機 2,605 GWh／年 -   

ブロードバンド機 1,678 GWh／年 -   

＜スイッチング機器（小型）＞ 

○基準年度：２００６年度 

改善率実績：５３．８％ 
（６．３６ワット／ギガビット毎秒→２．９４ワット／ギガビット毎秒） 

○目標年度：２０１１年度 
○目標年度：概ね達成 

改善率実績：４０．９％ 
（６．１Ｗ→３．６Ｗ） 



３．トップランナー機器から 
除外する機器 
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④テレビジョン受信機（ブラウン管テレビ） 
⑨ビデオテープレコーダー 

＜対象機器＞ 

※３：出所 平成２５年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業（機械器具等の基準検討に係る調査） 
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⑨ビデオテープレコーダー 

消費電力 
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○待機時時刻表示点灯時のＨｉ－Ｆｉ機単純平均値の推移 
○出所：各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬版）」を基に作成 

（千台） 

○基準年度：１９９７年度 
 
        
○目標年度：２００３年度 
○目標基準値の達成状況：達成済 
○エネルギー消費量（原油換算）（※３）：２０２千ｋｌ／年 
○エネルギー消費効率改善の状況：目標年度以降、大きな変化は見られない（各年度の「省エネ性能カタログ（夏版・冬

版）」のグラフを参照） 。 

○省エネ基準の見直し状況：国内出荷されていない（２００３年度以降国内で生産されていない）ため、除外す
る方向で要精査。 

年度 

改善率実績：７３．６％（４．６Ｗ→１．２Ｗ） 

国内出荷台数（※３） 

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

出荷台数 6,450 5,894 4480 2646 1663 948 502 247 137 - - - 



４．今後追加予定の機器 
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・ショーケース 
・ルーティング機器（大型） 
・スイッチング機器（大型） 

＜対象機器＞ 

※１：出所 平成２３年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業（機械器具等の省エネルギー対策の検討に係る調査） 
※２：※１の調査結果に基づく総エネルギー消費量に対するエネルギー消費量割合 
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国内普及台数（※１） 年間エネルギー使用量（※１） 

ショーケース 

  2010年 2007年 増減率(%) 

普及台数 1,693千台 1,227千台 27.5% 

○エネルギー消費量（原油換算）（※１） ：１，１１１千ｋｌ／年（０．６１％（※２）） 

  2010年 2007年 

機器全体の年間 
エネルギー使用量 11.4GWh／年 －  



ルーティング機器（大型）・スイッチング機器（大型） 
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○エネルギー消費量（原油換算）（※１） ：１，５０３千ｋｌ／年（小型を含む）（０．８３％（※２）） 

国内普及台数（※１） 年間エネルギー使用量（※１） 

  2010年 2007年 増減率(%) 
普及台数（合計） 14,350千台 16,326千台 △12% 
ハイエンド機 434千台 305千台 42% 
ミドルレンジ・ロー
エンド機 1,466千台 1,658千台 △12% 

ブロードバンド機 12,450千台 14,363千台 △13% 

  2010年 2007年 増減率(%) 
機器全体の年間 

エネルギー使用量 
15,373 GWh／

年 
7,562 GWh

／年 103% 

ハイエンド機 
11,090 GWh／

年 -   

ミドルレンジ・ローエ
ンド機 2,605 GWh／年 -   

ブロードバンド機 1,678 GWh／年 -   



参 考 
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国内出荷推移 
（千台） 

年度 

出所：日本電機工業会民生用電気機器自主統計を基に作成 

（千台） 
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国内出荷推移 
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